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企業会計原則の再検討
財産目録の復活を
佐々木敏博
はじめに
　わが国の企業会計原則が、昭和24年（1949年）7月9日に当時の経済安定
本部に設置された企業会計制度対策調査会の、約1年間の研究成果として中
間報告されて以来、まもなく半世紀を迎えようとしている。この間、4次に
およぶ修正が重ねられてきたが、企業会計原則は、わが国の企業会計法制の
改善統一、会計実務および理論の向上発展、会計教育の普及等に大きな役割
を果たしてきた（新井［1985］p．378）。しかしながら、時代の流れのなかで企
業会計原則を巡る諸環境は厳しくなっており、企業会計原則のあり方につい
て種々の意見が出されるようになって久しい1）が、それらのいずれをとって
も実践化するのは容易ではない。また、近時の国際会計基準の動向や、時価
主義会計論の台頭など、企業会計原則のあり方を巡る検討は、緊急かつ重大
な事態になって来ていると思われる。企業会計原則のあり方を考察するには
種々の観点からの分析が必要であり、例えば、設定主体や設定形式なども現
実的には重要であろう。しかし、本稿では、企業会計原則を再検討するに際
して、企業会計原則が制定当初に掲げた財務諸表体系に財産目録が含まれな
！）例えば、昭和56年度の日本会計研究学会では「企業会計原則のあり方」を統一テー
　マに掲げた。また雑誌『企業会計』だけでも、第36巻第1号で「企業会計原則の
　歴史」、「企業会計原則と商法・証取法・税法」、「企業会計原則の設定主体等」、
　第39巻第9号で「企業会計原則の検討一その充実方向をさぐる一」、第40巻第1
　号で「企業会計原則の充実へ向けて」等の特集が組まれている。
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かった理由を財産目録の歴史とともに探るなかで、財産目録の復活の可能性
を考察したい。財産数量の現在高（イストベスタンド）の決定表示こそ財産
目録の任務にほかならない（岩田［1935］p．28）のであり、財の受託者がその
委託者に対して受託責任を明らかにすること、すなわちアカウンタビリティ
（accountability）が会計の基本的役割の一つであるからである（新井［1980］
P．2）。
1．制定当初の企業会計原則の社会的意義
　第2次世界大戦後の国民経済の適切な運営および投資者の保護に資するた
め有価証券の発行および売買その他の取引を公正ならしめ、かつ有価証券の
流通を円滑ならしめることを目的として証券取引法が制定されたのは昭和23
年（1948年）4月であった。引き続き同年7月、公認会計士法も制定された。
この証券取引法における投資大衆保護を中心目的とする企業内容開示制度に
理論的基礎を与えるねらいで企業会計原則を制定し、企業会計の基準を確立・
維持し国民経済の民主的で健全な発達のための科学的基礎を与えようとした
のである（片野［1979］p．511）。企業会計原則の目的ないし趣旨、性格および
役割などについては、その前文である「企業会計原則の設定について」のな
かに次のように言及されている。
　①戦中戦前のわが国の企業会計制度は非近代的で改善の余地が多く、ま
　　た著しく不統一であって、企業の経営成績や財政状態を正しく把握する
　　ことが困難であったところから、企業の進歩発展のためにも、社会全体
　　の利益のためにも、速やかに近代化がはからねばならなかった。
②戦後の経済再建上、当面の課題である外資の導入、企業の合理化、課
2）新井［1996］は、「しかも、その主要な狙いは、アメリカを中心とする先進諸国からの資
　本（資金）の導入であり、そのために日本の商法、税法、証券取引法などの企業会計
　制度を欧米、特にアメリカの会計制度に合わせる必要があった」（p。212）という。
3）この実務は、わが国のみならず、諸外国で行われている会計実務を参照している
　と飯野［1983］は指摘している（p．2－13）。
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　税の公正化、証券投資の民主化、産業金融の適正化等2〉のためにも企業
　　会計制度の改善統一は緊急を要するものであった。
③企業会計の実務の中に慣習3）として発達したものの中から、一般に公
　　正妥当と認められたところを要約したものであって、法令によって強制
　　されないでも、すべての企業が会計処理に際して従うべき基準である。
　④　公認会計士が、公認会計士法及び証券取引法に基き財務諸表の監査を
　　なす場合において従わなければならない基準である。
⑤将来において、商法、税法、物価統制令等の企業会計に関係のある諸法
　　令が制定改廃される場合において尊重されなければならない基準である。
　このように、企業会計原則が民主主義社会における企業の会計行動を方向
づける実践規範として、また指導理念としての性格をもって設定されたこと
は画期的な意義があり、企業会計原則は一般に認められた会計原則
（generarlly　accepted　a，ccounting　principles－GAAP）にほかならない。
　戦後日本経済の復興・再建の時代における会計規範の形成は、そのアメリ
カナイゼーションを基調としているが、企業会計原則にはアメリカに育った
会計原則の考え方と方法4）がわが国に導入されたのである。この制度のもと
では、上場会社の財務諸表の真実性の保証を公認会計士監査に求めるという
基本体制のもとに、財務諸表の体系については、なによりも投資者の投資意
思決定に役立つ収益力測定目的の当期業績主義損益計算書をその中核に据え
4）企業会計原則がアメリカのS．H．M．会計原則（”。4＆磁θ耽θ碗o∫。4000ωπ6加g
　－Pr辺c6pZθs，”by　Sanders，Hatfield　and　Moore。1938．）に影響されすぎて
　いるという批判（例えば、沼田［1979］pp．182－83．）に関して、黒澤は、「アメリ
　カの会計制度とともに、それにも増してイギリスの会計原則とその会社法におけ
　る会計規定が考究されており」、『企業会計原則』は、けっしてS．H．M．会計原則
　のみに準拠して構成されたものではなくて、A．A．A会計原則の長所は充分にと
　り入れ、何よりもまず日本の経済的制度的環境の考察の上に立ってつくられたも
　の」という（黒澤［1970］p．279，285）。
　また、會田［1982］は，企業会計原則は、S．H．M．の会計原則およびドイツの正規の
　簿記の諸原則等を参照しているといっている（pp．15－17）。
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るとともに、他方、財産その他の明細表示を附属明細表によって補うという
会計構造が基礎づけられるにいたったのである（若杉「1987］pp．41．42）。
2．制定当初の企業会計原則の財務諸表体系
　制定当初の企業会計原則の財務諸表体系は、①損益計算書、②剰余金計算
書、③剰余金処分計算書、④貸借対照表、⑤財務諸表附属明細表5）であった。
　この財務諸表体系は、当時の従来の会計学あるいは会計実務に慣れてきた
人達にとって、全く新しいものであった。当時のわが国の財務諸表を見てみ
るに、商法281条では、①財産目録、②貸借対照表、③損益計算書、④事業
報告書、⑤準備金及利益又ハ利息ノ配当二関スル議案が示されている。
　企業会計原則の提示する財務諸表の中では、特に剰余金計算書と財務諸表
附属明細表が注目された（中村［1997］p．6）。このことは、「新たに取り入れた
剰余金計算書あるいは剰余金概念は、従来の会計実務においては未知のもの
であったので「企業会計原則』によって、この制度が導入されたことは画期
的な改正に属する」（黒澤［1970］pp．280－81）からであった。6）
　財務諸表附属明細表も、企業会計原則の「財務諸表体系の一特色たるを失
わない」のであり、「貸借対照表とスケジュール（附属明細表一筆者挿入）
を併せて観察することにより、はじめて企業の財政状態を理解することが可
能になる」と説明される（黒沢［1970］p281）。
　企業会計原則制定時に中心的役割を果たした黒澤清第一部会長は、次のよ
うに財産目録を財務諸表体系から除くべきであると言っている（黒澤［1949］
PP．19－20〉。
　「財産目録はすでに会計実践のうちに無意味の存在と化しつつあり、各国
5）この後に（註）として、「現行商法の規定に基き、財産目録を作成する必要があ
　る場合は、この原則に準じて作製するものとする。」と記載されている。
6）しかし、商法49年の修正により、当期業績主義を廃止したために剰余金計算書が
　なくなり、またそれとの関連で剰余金処分計算書は利益処分計算書に名称変更さ
　れた。なお、この修正で体系という言葉が使われなくなった。
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法体系から姿を没しつつある」。ドイッ商法も1931年の株式法、1937年の株
式法の改正を経て「すでに財産目録の規定を除去」しているように「英米の
会計実践においては、久しい前の時代から決算報告書としての財産目録なる
ものは存在していなかった。…会計実践において決算手続上、棚卸表（イ
ンベントリー）が作成される」が、これはドイッ商法のいう「財産の総目録
ではなくて、手持品の棚卸明細表にすぎない。インベントリーは財産目録の
ように決算の報告書の一つではなくて、決算の予備手続きの一つにすぎない
のである」と財産目録が英米では決算時の部分棚卸表であったことを指摘し
ている。また、「貸借対照表は単に、財産目録が財産の詳細な目録であって
企業の財政状態を一覧するのに不便であるからこれを概観しうるように財産
目録の要点を簡約化して作成するものと解釈された」が、わが国商法に「財
産目録の制度が輸入されたとき、すでにはやくも財産目録そのものの会計実
践における価値は失われつつあった」のであり、「財産目録は実務上理解さ
れなかったばかりでなく、意味を持たなかったのである。…かくして新し
い財務諸表体系においては、財産目録は除去せられるべきである」と。
　また、岩田巌第3部会長は、財務諸表体系から財産目録を排除しているこ
とについて、次のように記している。「（企業会計原則の一筆者挿入）一般原
則のなかに問接に暗示されていると解することができる。すなわち第一原則
の真実性の原則の『真実な報告』は第二の正規の簿記の原則の『正確な会計
帳簿』に基づいて作成されなければならない、という意味が行間に潜むので
ある。この両原則の連絡は第7原則に『…財務諸表を作成する必要ある場
合、これらの内容は信頼しうる会計記録に基づいて作成されたものであって』
と規定してあって、改めて念を押している」。「換言すれば、貸借対照表は簿
記の元帳から誘導されて成立する残高表であって、資産負債の棚卸評価によっ
て、帳簿から離れて独立に作成されるものではないということである」と、
企業会計原則制定時の商法、税法ともに旧ドイツ商法の影響を受けて「財産
目録に立脚する貸借対照表、決算毎に棚卸評価をして作成する貸借対照表を
観念しているが、企業会計原則は残高勘定から転化した貸借対照表を考えて
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いるのである」と説明する。岩田はさらに財産目録と財務諸表附属明細表と
の関連について次のように言う。「企業会計原則はかようにして財産目録を
以て貸借対照表の基礎とすることを廃止した。だが貸借対照表の基礎として
の財産目録の廃止とともに、貸借対照表の附属明細表としての財産目録も必
然的に廃止される破目になった。財産目録は従来2つの機能を持っていたの
である。貸借対照表に資料を提供するものとして、および貸借対照表を補助
的に説明するものとして。この2つの機能は密接な関連があるのであって財
産目録は貸借対照表の基礎をなすものであったからこそ附属内訳表の役目を
果しえた」ので、「財産目録が貸借対照表の基礎たることを止めた瞬間から
当然その附属内訳表としての資格も失う」。「元帳勘定はいうまでもなく前期
繰越高と増加高と減少高と期末現在高から成立する」ので「貸借対照表が残
高勘定の転化したものであるとすれば、その附属表は当然元帳勘定の転化し
たものでなければならない」として、「明細表が一般に期末現在高の内訳で
なく期間的変動状態を示すものであると解せられる理由はここに存する」と
いう（岩田［1949］P．7）。
　以上の考察から、企業会計原則には次のような計算原理が横たわっている
ことがわかる。すなわち、企業会計は現在および将来の投資者を中心とする
利害関係者一般を対象とした収益力の計算・表示を基本目的とし、期間的な
費用・収益対応計算を中核とする会計処理基準体系であり、いわゆる損益法
的計算原理に立ち、貸借対照表を誘導法で作成する動態論的計算構造である
ということである（山桝＝蔦村［1980］p．24）。
3．財産目録の意義と歴史
　前節の考察から、財産目録が用いられる方法として、決算公告用の財務諸
表としての場合と、決算棚卸表としての場合があり、また、決算貸借対照表
の基礎資料（つまり貸借対照表は財産目録を要約したもの）および貸借対照
7）もっとも岩田は財産目録重視の考え方をもつとみられている（五十嵐「1991」p．9）。
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表の附属明細表というとらえかたがあることが読みとれよう。7〉
　しかし、本来、財産目録は一時点において企業が所有しているすべての資
産および負債を実際に調査し、その種類、数量、単価、価額、所在地等を詳
細に記した書類である。したがって、財産目録の内容をその時点の会計に反
映させることは、会計の客観的事実を保証する最も信愚性のある方法であろ
う。実査にもとづく財産の「実際在高」と会計帳簿に記載されている「当為
在高」との照合によって会計の真実性を保証するという手法は、すべての種
類の会計の根幹をなす伝統的なものであり、また、洋の東西を問わず、長い
財産管理実務の伝承でもあった（片野［1979］p．499）。
　このような財産目録の実践8）をもとにして、財産目録（lnventar）が法制
化されたのは、フランス王ルイ14世の勅令によって制定され、世界で最初の
近代的商法典といわれている1673年の『フランス商業条例」（Ordonnance
de　Commerce）によってであった。この条例は、当時横行した詐欺破産か
ら債権者を保護することを趣旨として立法化されたものであると伝えられて
おり、特に、第3編・第8項の次の規定が有名である。「すべての商人は6
ヶ月の期間内に、すべての動産、不動産および債権と債務につき、自署せる
財産目録を調整すべし。尚、2年目ごとに再調整し更新すべし」（久野［1979］
P．20）。
　なお、この商業条例では、いわゆる貸借対照表に相当する報告書は示され
ていないが、商業条例の編成人サバリー（」．Savary）の主著「完全な商人』
（Lθpαゲα66〈i6goo乞α漉，1675）では、財産目録の「摘要表（le　bilan）」を作
成すべきことを述べている。この摘要表が貸借対照表である。なお、この摘
要表が成文法の上で姿をあらわしたのは、1806年のナポレオン商法典の破産
8）財産目録は、ヨーロッパ大陸においては、古くから会計実務において重要視され
　ており、例えば、最古の印刷された簿記書であるベニス式簿記の実状を紹介した
　書物と伝えられるルカパチオリ　（Luca　Pacioli）の『ズムマ』（翫m配α4ε
　。4r乙漉肌θ6♂oα，Gθo配θオんα，Propor6ぬ庖αPropor6∫oηα1琵α）第9編・第11
　「計算記録詳論」の第2項・3項に紹介されている（久野［1979］p．58）。
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編であるといわれている。
　商人の財産目録を会計報告書として規定した制度は商業条例に始まり、ナ
ポレオン商法典を経て、1829年のスペイン商法で一応完成したといわれる
（安藤［1997］pp．24－31）。そしてこれらは、1861年の普通ドイッ商法を経て、
わが国の商法（明治23年商法および明治32年商法）ならびに破産法（大正ll
年）に伝えられた（安藤［1993］p．104）。
　一方、イギリスおよびその伝統を継承したとみられるアメリカの会社法に
おいては、財産目録に関する規定が全く存在していないことはもとより、そ
の会計実務においても、一時点の財産の網羅的な総目録を欠いている。英米
の会計において決算期末に調整される「インベントリー」は、期末財産の実
地調査にもとづく「総目録」ではなくて、会計の決算整理で必要される「部
分的財産目録」としての「決算棚卸表」なのであり、会計報告書としての
「完全な財産目録」ではない。英米系の会計体系と大陸系の会計体系との根
本的相違は、この「財産目録」に関する実務の伝統と法規とに明確にあらわ
れているのである（久野［1979］p．28）。
4．わが国法制上の財産目録
　英米系と大陸系との相違に基づく影響を強く受けたのは日本であった。そ
れは、わが国で最初の株式会社である国立銀行の会計が明治5年10月からイ
ギリスの銀行家シャンド（Shand，Alexander　Allan）の指導によったとい
う事実が象徴しているように、西欧の複式簿記を基調とするわが国の近代化
は、主として官省および銀行を先駆として推し進められ、英米系の会計体系
の影響下におかれた。すなわち、イギリスの会計実務の上では決算棚卸表と
しての財産目録が、「棚卸目録」とか「棚卸勘定表」という名称で存在して
9）明治10年4月に刊行された『商家必用』（加藤斌訳・原典はW．Inglis，Booん
　κθgp膓gわッS加8・」θαηd　Do酌」εE漉rッ，1872）では、「財本帳」や「財本目
　録」と訳して、事例や機能が説明されている。
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いた。9〉そこでは、期末に現有する商品財貨の棚卸の明細を記録した商品
（残品）棚卸表の場合から、商品財貨のほかに、家屋・造作・道具等の使用
財産の棚卸を行う場合を経て、棚卸表の内容が、発生基準の会計にもとづく
期間独立損益計算の建前から、決算整理に必要な諸事項を実査した決算整理
資料として完備している場合が見られる（久野［1979］pp．29－30）。
　ここで、わが国の法制上の財産目録をふくむ財務諸表の規定の経緯を企業
会計原則の場合もふくめて時系列に示すと次のようになる。
　（1）明治23年商法の財産目録
　　総則編く商業帳簿＞（第32条）
　　①財産目録②貸借対照表
　　会社編く計算＞（第218条）
　　①財産目録　②貸借対照表　③計算書　④事業報告書
　　⑤利息又ハ配当金ノ分配案
　　ただし、各報告書の様式は定められていなかった。
　（2）明治32年商法
　　上記③の計算書を損益計算書、⑤を準備金及利益又ハ利息ノ配当二関
　　スル議案　と改めた。
　（3）商工省・財務諸表準則（昭和9年）
　　①財産目録　②貸借対照表　③損益計算書
　　記載様式を定めた。
　（4）企業会計原則（昭和24年）
　　①損益計算書　②剰余金計算書　③剰余金処分計算書　④貸借対照表
　　⑤財務諸表附属明細表
　（5）昭和38年商法
　　①財産目録　②貸借対照表　③損益計算書　④事業報告書
　　⑤付属明細書
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　（6）昭和49年商法
　　①貸借対照表　②損益計算書　③営業報告書
　　④準備金及利益又ハ利息ノ配当二関スル議案　⑤付属明細書
　（7）企業会計原則（昭和49年）
　　①損益計算書　②貸借対照表　③利益処分計算書
　　④財務諸表附属明細表
　上記からもわかるように、わが国商法では昭和49年改正まで、財産目録は
決算公告用の報告書として位置づけられていたのである。その実態はどのよ
うなものであったのか、簡単にたどってみよう。
　明治23年大陸法に範をとった商法が始めて制定され、商法上の商人に対し
て債権者保護の目的から時価による財産目録の作成を要求した。その第32条
は、次のようである。
　　各商人ハ開業ノ時及ヒ爾後毎年初ノ三ケ月内二又合資会社及ヒ株式会社
　ハ開業ノ時及ヒ毎事業年度ノ終二於テ動産不動産ノ総目録及ヒ貸方借方ノ
　対照表ヲ作リ特二設ケタル帳簿二記入シテ署名スル貢アリ　財産目録及ヒ
　貸借対照表ヲ作ルニハ総テノ商品、債権及ヒ其ノ他総テノ財産二当時ノ相
　場又ハ市場価値ヲ附ス（以下略）
　わが国最初の商法草案の立案者H．ロエスレル（Hermann　R6sler）の
解説書（訳書『ロエスレル氏起稿商法草案』司法省、明治17年）によれば、
時価を記載する財産目録の規定は「債権者保護の立場から財産価値の過大表
示を防ぐ」目的である。この規定の出現は、当時の大陸先進国の立法経験を
移し植えたというだけでなく、明治7年に生じた小野組（経営者の小野善助
は第一国立銀行の初代頭取である）破産事件がわが国初期銀行の信用を根こ
そぎ揺さぶるほどの大きな影響を与えたことは推測に難くない。その事実に
対して明治8年、シャンドが第1回銀行検査報告の中で「銀行ノスベテノ身
代ハナルヘキ丈ケ市価ヲ以テ算スヘシ」と行った提言が、少なからぬ影響を
しているといわれる（片野［1979］p．508）。
　財産目録の内容が、動産、不動産、債権、債務をふくむ総財産におよぶも
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のであり、貸借対照表がこの財産目録の摘要表であるという建前が法的に確
立したのは明治32年の改正商法であるといわれる1①。すなわち、貸借対照表
とは別に、財産目録を株主総会提出書類として位置づけたのである。かくし
て、それまでの会計実務で決算に際して会計帳簿記録を修正する資料として
作っていた原価での財産目録（決算棚卸表）のほかに、あらたに決算報告書
の一つとして時価による財産目録が制度化されるに至ったのである。
　商法を通して登場した時価財産目録は、当時すでに20年近い経験を経て会
計実務の中に定着していた取得原価基準による会計体系と相容れないもので
あった。そこで当時の株式会社の間には、当初これに対処して従来の会計慣
行のままにしておくものとともに、株主総会へ提出する決算報告書の1つと
して新しく商法上の時価財産目録という措置をとったところも、少数ながら
見られたらしい。しかし、大部分はこれに代えて「財産目録は貸借対照表の
資産・負債の金額科目と同一につき省略す」いう一言だけで、あるいは、財
産目録の実質を備えない単なる資産勘定・負債勘定の集計表を決算報告書の
一部に掲げることにとどめたり、または、単なる資産目録を掲げるにとどめ
て、事実上商法の財産目録提出規定を空文化するようになった（片野［1979］
P，508）。
　その後、20年の社会経験を経て、明治44年の再改正商法は、財産目録記載
価額を旧法の時価によることを改め、第26条に「時価ヲ超ユルコトヲ得ス」
として、時価以下（最高）基準をとるにいたった。
　ここまで、わが国商法における財産目録の規定を主にみてきたが、商法の
底に流れる会計思考（ドイツ商法を経てわが国商法に流入してきた商業条例
の）を確認することができる。それは債権者保護すなわち債権者への債務弁
10）久野は、明治23年の商法はフランス商法（とくに1673年の商業条例）の流れをく
　むものであり、明治32年の改正商法は1897年のドイッ商法の規定が大きな影響を
　与えていると推量している（久野［1979］p．37）。
ll）参考のために、商工省・準則が定めた財産目録の雛形を、片野［1974］p．ll9より
　引用して、末尾に掲載する。
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済能力を会計報告の基本目的とする静態論的会計思考にほかならない。そこ
では貸借対照表は財産計算を目的とするものであり、財産目録に基づいて作
成されるのである（飯野［1983］p．1－20）。
　昭和9年9月商工省臨時産業合理局財務管理委員会は財務諸表準則を制定
し、明治23年商法によって制定された財産目録を株式会社の財務諸表体系の
上に明確に位置づけ、雛形11）を定めた。なお、この準則では「六．財産目録
は資産及負債の各種類に付、現品又は証愚に照し、その数量及金額を確かめ
たる後之を作成すべし」として、財産目録が、会計帳簿から誘導されて作成
される貸借対照表とは別のものであることが意識されていたことと、包括主
義損益計算書と商法財産目録を基礎構造とするものであったことに留意して
おかなければならない（片野［1979］p．510）12〉。
　なお、企業会計原則によって新しく導入された財務諸表附属明細表につい
て、従来の決算財産目録が内容的に解消して、そこから発展したものという
見解が相当広く浸みとおっていたが、これは大きな誤解であることに注意し
なければならない。財務諸表附属明細表は、本来の財務諸表である貸借対照
表・損益計算書に記載されている資産・負債・資本・収益・費用を構成する
諸項目のうち、とくに重要なものについて、その内容の明細を掲げた会計報
告書である。企業会計の構造の上からそれらの関係を見ると、貸借対照表・
損益計算書が勘定帳簿の記録から誘導して作成され、一方、財務諸表附属明
細表の各表に載せる内容は勘定帳簿に対する明細記録である補助帳簿の記録
12）片野は、この商工省・準則がわが国に位置付かなかったことを次のように残念がっ
　ている。「企業会計原則の財務諸表体系が、従来の包括損益計算書と商法財産目録
　　を基礎構造とする昭和9年の商工省・準則と相容れないのは当然のことであった。
　当期業績純損益の測定は損益法によってのみ執行されうるのに対し、包括純損益
　の測定は、損益法によって執行されうると共に、財産法によって、その純損益の
　真実性が保障される、という会計構造上のメリットがあるだけでなく、さらにこ
　の会計上の真実性は損益計算書および貸借対照表の真実性を保障する決算財産目
　録によって実質的に支えられている点において、商工省・準則の財産目録体系は
　企業会計原則のそれよりも一層完全に近いと言える」（片野［1979］p，511）。
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から導かれるという関係にある。これに対して、財産目録は勘定帳簿・補助
帳簿とは直接関係なしに、会計帳簿の外で実地調査によって得た資産・負債
の有高の明細な資料を記載したもので、財務諸表作成資料としての勘定帳簿・
補助帳簿の記録を点検修正する資料として役立ち、従って、財務諸表による
会計報告の真実性を保障する支柱としての役割を果たす地位にあるからであ
る（片野［1979b］p．25）。
　明治44年商法が規定した時価以下主義の財産目録作成規定は、空文化した
体制を続けたまま半世紀を過ぎ、昭和37年の改正商法により、監査役による
監査を受けるにとどめて、株主総会に提出する計算書類から除外されるに至っ
た。
　商法（特に会社の計算規定）は昭和37年の改正でかなり近代化されたもの
の、なお、財産目録重視の立場を残していたが、今日の企業会計において次
のような事情により、財産目録の重要性が失われてしまったといわれている
（日下部［19731p．28）。それは、①会計上の決算手続が誘導法に移動し、会計
帳簿から決算報告書を作成すること、②開業時および決算時の財産の有り高
は会計帳簿に記載されているので、改めて財産目録として別紙にまとめる必
要がないこと、③財産目録に代わるものとして付属明細書が発達してきたこ
と、’2）④株式会社では財産目録が株主総会提出書類から除かれていること…
などの事情による。企業会計審議会では、このような事情をふまえて早くか
ら財産目録の廃止を主張してきたのであって、古くは昭和26年9月の「商法
調整意見書」において、また、昭和43年12月の「監査制度改善に関する「商
法改正試案』について」と題する意見書で、その主張を展開している。
　その後、昭和49年の商法改正にさいしては、一般商人においても株式会社
においても、計算書としての独立の財産目録を作成すること自体が、法規定
から削除され、ここに多年空文化している財産目録作成規定は商法から姿を
消すに至った（片野［1979］pp．507－9）。
12）これが大きな誤解であることは、前ページで指摘したとおりである。
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5．あるべき財産目録
　これまでの考察であきらかなように、開業時および決算時’3）に必要となる
財産目録には、会計実務上および会計方法上の理由から2種類の使われ方が
ある。
　会計実務上の理由は、決算の際、固定資産の減価償却や棚卸資産の減耗損
および評価損、費用収益の見越繰延など、総勘定元帳および補助帳簿の記録
を補正するための諸資料の必要性から作られた財産実地調査書たる決算棚卸
表である。
　会計方法上の理由は、会計の真実性を保証せんとする財産実在証拠文書と
してである。貸借対照表や損益計算書が誘導法で作成されるとしても、会計
帳簿の数値がその時の企業財産の実態と真実に一致しているかどうか、記録
と実際（事実）を突き合わせることによってはじめて判明するのであり、会
計の基本的機能の1つである、財産受託者の受託財産の管理運用にともなう
アカウンタビリティをあきらかにするために不可欠のものである。継続企業
の期間損益を損益法で測定しようが財産法で測定しようが、あるいは、この
両方法を結合して測定しようが、この財産実在証拠文書にもとづいて会計帳
簿の記録の整理、修正をしなければ、当期損益計算の真正な結果は期し得な
いのである（片野［1979］p．505）。
　すなわち、財産目録に共通するものは、財産管理者の責任を明確にすると
いう役割である。責任財産の数量的確定をめざすことが、財産目録の本質的
な役割である（安藤［1988］p．4）。
　この財産目録の役割を重視するところに、商法および簿記書14）に財産目録
13）財産目録の作成ないし実地棚卸が、正しい決算のため必要であることはいうまで
　　もないが、だからといって、財産目録は決算や開業のためだけに作成されるので
　はない。企業の清算時の財産目録の作成が必要であるし（商法419条）、民法や破
　産法などにみられる財産目録の多くは、決算のために作成されるのではない。し
　かし、商法をふくむ各法に規定する財産目録に共通するものは、財産管理者の責
　任を明確にするという役割である。
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の復活を主張する根拠がある。そこでは、わが国が経験した次のような混乱
が再起しないよう慎重でなければならない。「企業会計原則ができて間もな
く、商法から決算財産目録を削除すべしとの声が会計学者から上がった。今
日の損益法の経理体系のもとで、貸借対照表は損益計算書とともに会計帳簿
の記録にもとづいて作成されるのであり、また、昭和25年の商法改正で計算
書類附属明細書が制度化されたことにより、財産目録の機能は影の薄いもの
となり無用化したというのがその理由である。15〉ここで損益法の経理体系と
いう場合に、間違いなく念頭にあるのは財産目録のない英米系の簿記である。
そこで再び、かつての、財産目録は貸借対照表の後に作成される財産の明細
表であるという誤った見方が、息を吹き返してくる」（安藤［1993］p．105）15）。
　ドイツやフランスでは財産目録の前述のような本質を認識し、わが国と違っ
て今日でも財産目録の作成を義務づけている。16）1983年に改正されたフラン
ス商法の規定は、つぎのとおりである。
　「第8条①　商人の資格を有するすべての自然人又は法人は、その企業の
　財産に影響を及ぼす変動について会計記録をつけなければならない。
　②商人は財産目録によって、少なくとも12カ月に一度、企業の積極財産
　及び消極財産の存在並びに価値を修正しなければならない。
　③商人は、会計記録及び財産目録に基づいて、会計年度末に年次計算書
　を作成しなければならない。年次計算書は、貸借対照表、成果計算書及び
　附属明細表を含み、これらは不可分の全体を成す。」
14）現行の文部省検定済高等学校商業科用教科書『会計』は全8冊とも財産目録につ
　いて記載していない。
15）昭和49年商法改正当時の法務省担当官が、固定資産台帳などの補助簿が完備して
　いれば財産目録ないし実地棚卸は不要である、といった認識は間違いである。
　　（加藤一艇＝黒木学『改正商法と計算規則の解説』商事法務研究会、！975年、p，3）
16）西ドイッ商法は1985年に改正され、財産目録が貸借対照表と損益計算書からなる
　年次決算書と分離され、財産の評価基準が財産目録ではなく年次決算書のところ
　で規定されている。
一65一
佐々木敏博
おわりに
　これまで、昭和24年企業会計原則が描いた財務諸表体系について、特にそ
こに含まれなかった財産目録に焦点を当て、その理由、含まれなかった経緯、
財産目録に関する法制上の扱い、財産目録の本質的な意義等について考察し
てきた。企業会計原則制定以来約50年を経ようとしている今日、会計をとり
まく環境は大きく変化してきており、企業に関する多様な利害関係者に有用
な会計情報の提供にたいする要求はますます複雑に、また強くなるであろう。
ことに、財産管理者の責任財産の明確化に不可欠な財産目録の必要性は’7）、
今日のような情報処理通信技術の高度な発達の中で、会計実務がコンピュー
タ化すればするほど、増大してきているといえよう。コンピュータによる処
理自体が取引のみならず資産・負債の実在性を保障する信頼性の確保に対す
る希薄性を抱えているからである。また、近年、金融商品のオフバランス化、
その未実現損益一とくに価格リスクーの不計上、ヘッジ会計の不透明化、さ
らにまた株式持ち合いなど財務情報の適時性や信頼性、透明性などを欠いて
いることから、財産の時価評価や時価情報の開示がとみに要請される今日で
あるからこそ、財産の時価数値の制度的証拠となりうるのは財産目録を措い
てほかにはないであろう。ここに財産目録の復活の可能性を看取することが
できる。責任財産の明確化には、実在性のみならず現在性をも表しうること
が必須である。財産目録は、企業財産の価値的表示であるとともに数量的表
示であるからである（岩田［1935］p．29〉。
　改めて、損益法と財産法の統合が問われよう。すなわち、「損益法に一元
化しつつある今日の企業会計は、歪められた片輪の会計であるといわねばな
らない。理論的には、財産法の計算を取りいれて、会計の本然的な形態を完
17）最近、会計のフレームワーク（枠組ないし基礎的前提・条件）の計算的フレーム
　ワークの1つとして、必ずしも収入・支出を前提としないで、まず、資産・負債
　の定義から出発して、それとの関連で持分（資本）を定義し、さらに持分との関
　連で収益・費用を定義する行き方、いわゆる「複式簿記を前提とした新しいタイ
　プの財産目録的アプローチ」の指摘がある（安藤［1996］pp．153．54）。
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成すべきであろう。損益法と財産法の全面的結合関係こそ、企業会計本来の
正しい計算構造だからである」（岩田［1956］p．165）。
財産目録に記載する時価の測定、処理、報告等の内容や形式、その他実行
可能性にかかわる諸問題については、今後の検討課題としたい。
［資料1
表号三第
商工省財務諸表準則・財産目録雛形
第○○期末　昭和○年○月○○日　財産目録
　　　○○工業株式会社
　　　　　　　資　　　　　　産
固　定　資　産・………・……
土　　　　　　地
　東京市　事　業　用　　200坪　　価額　82，000．00
　大阪市　　　〃　　　5，000〃　　〃　616，000．00
　京都府　工場予定地　5，000〃　　　〃　　65，000．00
建　物　及　設　備
　東京本杜　建坪　875坪　原価　357，000，00……償却累計125，200．00
　大阪工場　　〃　2，565〃　〃　1，676，600．00……　　〃　　566，200．00
　　　　　　　　　　　2，033，600．00　　　　　　　　　　　691，400．OO
機械……一……・…・………一…一・………………
　大阪工場　原価3，499，900．00………………・…・・償却累計1，204，90000
工具及什器・……・…………・……・・…………・………………
　東京本社　原価　　57，600．00………・…一…一償却累計　　30，200，00
　大阪工場　　〃　367，300．00＊（Il一・………・…　　〃　　180，800．00
　　　　　　　424，900．00　　　　　　　　　　211，000。00
特　　許　　権………………・…………一…一一…………・・
　OO関係（実施権）、何口、原価199，100．00……償却累計　123，300．oo
商　　　　　　　季票　　　　　　　権　　…・……・・……・…………………99　……………
　OO用、何口、原価10，000。00……一一……・一償却累計　　3，400．00
投　　　 資…・……………・り・・一一一……・…一……・……・…同系会社出資・…………・……・・一……………・………………
　OO工業株式会社株式15，000株（額面100円内60円払込）…900，000。00
　00製作株式会社　〃　16，000株（額面50円全額払込）　…700，000。00
　00製作株式会社社債額面455，000。00………………・…一455，000．00
同系会社勘定一……………・・一…………一・………………
　OO工業株式会社資掛金一……・………・………一…一・…ll3，60000
　00製作株式会社貸付及仮払金一・……………・……………207，400。00
関係会社有価証券一………………9…・…………一・…一一……
　○○株式会社株式1，000株（額面50円全額払込）………45，500。00
　00株式会社新株式15，500株（〃50円内27．50払込）……70，500．00
貸　　付　　金一……・………・……・………一・………………
　何々工業所　工場財団抵当貸付金
4，696，500
763，000
1，342，200
2，295，000
213，900
75，800
6，600
2，512，200
2，055，000
321，000
116，000
20，200
?
0
0
?
0
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oo
oo
oo
00
oo
oo
oo
oo
00＊
00
00
00
oo
oo
00
oo
oo
oo
oo
oo
oo?????
304，600
372，000
580．000
352．6
3，591，400
1．350。000
　580，000
1．205．000
　456，4
2，079，5
　821，4
　153．4
385，600
78、000
520．5
85，600
35，000
498，700
26．000
　　5，400
14，000
　　6，500
80，600
150．000
佐々木敏博
価証券　OO銀行定期預金
）OO．00　価額　242，500．00　（時価　247，500，00）
）00．00　〃　337，500．00　（〃　352，000．00）
証券
）00．00　価額　223，500．00　（時価　243，000．00）
）00．00　〃　129，100，00　（〃　131，200．00）
783，000．00
567．OOO．00
765，000．00
440．000．00
。68，000．00
。85，400．00
・57，000．00
・21，000．00
289，600．00
230．900．00
???????…?。???…????????????????????．?。
。。。?。。。。?
????????????????????????????? ?。? ?? ??? ????? ? ????
雑　　　勘　　　定
　仮　　　　払　　　　金
　　原料品購入代金前払　一………・……・…一…………・・………187000．00
　　出張旅費仮払金一…………一9……………・一・………………47000．00
　　其他何々………一………・………・一……・………………4，000．00
　未経過保険料　火災保険未経過分
　貸　付　有　価　証　券
　　○○工業株式会社、○○省供託用、国債額面　………………15，000，00
　開　　　　発　　　　費　　何々関係開発費支出高
　社債発行差金及発行費…総額130，000．00　………償却累計49，500． 0
　保証差入有価証券…○○省へ契約保証差入、国債額面150，000．00
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216，200
14，682，9000
2，870，000
1，300，000
1，200，000
150，000
220，000
2，086，600
755，000
184，000
45，0000
354，000
280，000OO
370，000
55，5000
35，0000
8，1000
594，400
18，4000
576，000
398，400
30，9000
保管有価証券…契約保証金トシテ受入保管高………………
　国　　債・・………………・……一…………・……………一・額面78，500，00
　地方債……・………………………・……・………………〃63，700．00
　杜　　　f責…9……………一・…・・……………9………………　〃　　747000．00
偶発債務見返…一……一…・………一一…・…………303FOOO．00
割引手形見返…一…………・・…一…・………・……253，000．00
保証債務見返一…………………………・……9……50，000．00
　　　　　　　　　　　　　　　　資産合計
　　　　　　　　　　負　　　　　　　　債
長　　期　　負　　債
　担保附社債大阪工場財団担保発行額1，500，000．00内償還額200，000．0
　無担保社債　　　　　　　　　　〃　2，000，000．00　　〃　　800，000．0
　借　　　　入　　　　金
　　担保附（物件何々）…………・一…・…・………・……9…………70，000。00
　　信用借　○○ロ…一一………じ…………一一・一一一…80，000．00
　同　系　会　社　勘　定
　　OO株式会社　買掛金一…………一9…・………・……9……95，000．00
　　00株式会社　借入金一・……一・…・・一……・………・……125，00000
な百　　　甘日　　　自　　　　イ害
132，600．00
51，400。00
。175，000．00
・195，000．00
　7，500。OO
l8，600．00
　4．800．00
?…?…?????……?????? ???????????。?? ?????? ? ???? ???????? ????? ? ?? ? ?? ?? ??? ? ?? ?? ? ? ??
佐々木敏博
未　経　過　利　益　貸付金前受利息○○口分　………・・………9一・
借受有価証券保証差入用トシテ借受、国債額面150，000。00…
預り保証有価証券契約保証トシテ受入高○○ロ………………
偶発債務一…一………・一……………・・………3037000．00
割　引　手　形○○通一………………・……………253，000．00
同系会社OO工業株式会社銀行借入金保証…50，000。00
　　　　　　　　　　　　　　　　負債合計
差引純財産…・……………・…………………・………………
未払込資本金・…………・……・・……………・…・………………
　一株額面50円、未払込額20円、200，000株
　　1，300
150，000
216，200
0
5，949，400
8，733，500
4，000，000
12，733，5000
注：この財産目録雛形において、最後の純財産高の次にく未払込資本金＞を
　　かかげてあるが、これは、当時の日本の商法のもとにおける株式制度が
　　公称資本金分割払込株式制度をとっており、＜純財産＞にく未払込資本
　　金＞を加算すれば、会社の定款に定めた公称資本金額が判明するという
　　便宜によるものである。昭和25年改正以降の商法のもとでは、授権資本
　　制度をとっており、分割払込制によるく未払込資本金＞という項目は現
　　れてこない。なお、漢字は現代表記とした。
　　＊（1）原文では397，300．00、また＊（2）466，400．00であったが、誤植と思わ
　　れるので引用にあたって訂正した。
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